
ライフサイエンス系ベンチャー等商談会支援事業申込書

１　申込者
	企業名
	（ふりがな）

	
	

	代表者氏名
	（ふりがな）

	
	印　　（代表者印）

	担当者
役職・氏名 (ふりがな)
	（ふりがな）

	
	

	連絡先
	〒

	
	電話    (     )
	FAX     (     )

	
	電子メール

	ホームページ
アドレス
	http://


	企業概要
	資本金：　　　　　　　　　千円
	（事業内容）


	
	従業員数：　　　　　　　　　　人
	

	
	創業：　　　　　　年　　　月
	

	
	直近売上：　　　　　　　　　千円
	




２　受賞歴、助成金採択履歴、支援機関からの支援
	（東京都ベンチャー技術大賞等公的機関の実施する新技術系の表彰歴、都又は東京都中小企業振興公社の助成金等の支援実績、都が採択する支援事業者による支援実績等の有無）






３　技術・シーズ等ＰＲシート

（１）出展内容
	１　出展予定製品の説明

	（製品名）


	
	（コアシード）※事業者が有している研究シーズのうち中核をなすもの


	
	（用途）


	
	（特長等説明）


	
	（形状：大きさ、重さ等を記入してください）

	
	(出展予定製品の直近売上高)
                        　　 千円

	２　参加予定者
	（展示会当日に参加予定者の所属、役職、氏名）






（２）今回の出展を契機として計画する事業展開
	１　事業展開の目的
（出展の目的）


	□自社製品（技術）の販路拡大
□自社技術・製品の販売
□他企業との技術提携
□海外への進出（工場・店舗・事務所など）
□代理店の発掘　　　□代理店の補足・支援
□既存客との商談　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	２　ターゲットとする販売先のイメージあるいは具体名
	（販売代理店を発掘するとした場合、最終的な顧客も具体的に記入してください。）

	３　具体的な事業展開の計画
（時期、内容）

	

	４　今回出展の、上記事業展開における位置付け
	



（３）商談コンサルティングで習得を目指すスキル等

	[bookmark: _GoBack]



（４）知的財産について
	

新商品等の特許等
（国内及び海外）
（新商品等に関する特許・実用新案・意匠・商標がある場合（出願中を含む。）は記入してください。
　また、特許以外にノウハウの管理等を行っている場合は、（１）出展内容、「１出展予定製品の説明」の（特長等説明）欄に記入してください。
	種　類
（○で囲んでください）
	特許・実用新案・意匠・商標

	
	出願番号又は公開番号・特許番号・登録番号
	

	
	出願又は登録年月日
	

	
	権利化状況
（○で囲んでください）
	権利化
	
（審査請求）　　　請求　　　　未請求
※特許の場合のみ記入

	
	発明・考案の名称
	

	
	出願人名
	

	
	権利の利用
（○で囲んでください）
	自社権利
	単独出願　　　　　共同出願（持分　　％）

	
	
	他社権利を利用
	専用実施権　　　　通常実施権

	
	種　類
（○で囲んでください）
	特許・実用新案・意匠・商標

	
	出願番号又は公開番号・特許番号・登録番号
	

	
	出願又は登録年月日
	

	
	権利化状況
（○で囲んでください）
	権利化
	
（審査請求）　　　請求　　　　未請求
※特許の場合のみ記入

	
	発明・考案の名称
	

	
	出願人名
	

	
	権利の利用
（○で囲んでください）
	自社権利
	単独出願　　　　　共同出願（持分　　％）

	
	
	他社権利を利用
	専用実施権　　　　通常実施権

	
	種　類
（○で囲んでください）
	特許・実用新案・意匠・商標

	
	出願番号又は公開番号・特許番号・登録番号
	

	
	出願又は登録年月日
	

	
	権利化状況
（○で囲んでください）
	権利化
	
（審査請求）　　　請求　　　　未請求
※特許の場合のみ記入

	
	発明・考案の名称
	

	
	出願人名
	

	
	権利の利用
（○で囲んでください）
	自社権利
	単独出願　　　　　共同出願（持分　　％）

	
	
	他社権利を利用
	専用実施権　　　　通常実施権


※　出願公開前の出願明細書は、重要な機密書類ですので、添付は不要です。（（１）出展内容、「１出展予定製品の説明」の（特長等説明）欄の記載をもとに審査します。）
※　本欄記載の番号から特許等の確認がとれない場合、特許等の取得なしとみなされることがありますのでご注意ください。
	他社が所有する特許等についての調査状況


	（技術調査の結果など他社の権利を侵害していないことを分かりやすく示してください。「全て独自開発のため、他社の技術の権利を侵害するものはない」等の根拠の不明瞭な記載は評価の対象となりません。）



	
	（特許の共同出願・利用許諾、著作権等、第三者の権利の使用に関する契約状況等について記入してください。）




新商品等の開発に当たっては、他社の特許等を侵害していないかのチェック、特許の取得、著作権の確認、秘密情報、ノウハウの管理など、知的財産の対応が不可欠です。

知的財産に係るご相談は、「東京都知的財産総合センター」で承ります。
（電話でご予約いただき、センターにお越しいただいてのご相談となります。）
＜ホームページ＞　http://www.tokyo-kosha.or.jp/chizai/consultant/index.html#soudan
＜予約電話＞　　　０３－３８３２－３６５６













誓　約　書



東 京 都 知 事　　殿



ライフサイエンス系ベンチャー等商談会支援事業の支援を受けるにあたり、東京都が指定する事業者から所定の商談コンサルティングを受けることをここに誓約いたします。
また、この誓約に違反又は相違があり、支援の中止を命じられたときは、これに異議なく応じることを誓約いたします。


　※この誓約書における所定の商談コンサルティングとは、展示商談会の事前及び事後の合計で１０時間程度の商談コンサルティングをいう。




平成２９年　　　月　　　日


所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
名　　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
